
医療のかかり方の取組について

～都道府県・市町村単位でも普及促進を～
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#8000、#7119の取組
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子ども医療電話相談事業（#8000）

○47 都道府県で実施 （平成 30年４月１日現在）

○実施日は地域の実状に応じた対応

○実施時間帯は概ね準夜帯 （19:00 ～23:00）をカバー

○携帯電話からも短縮番号「#8000」への接続が可能

 地域の小児科医師等による小児患者の保護者等向けの電話相談

 地域の小児医療体制の補強と医療機関の機能分化の推進

 全国どこでも患者の症状に応じた適切なアドバイスが受けられる

• 小児患者の症状に応じた迅速な対応

• 緊急性の有無を伝えることによる保護者の不安解消

 地域医療介護総合確保基金により支援（平成26年度～）

実施状況

事業概要 平成16年に13都道府県から開始 → 平成22年には47都道府県へ

第１回上手な医療のかかり
方を広めるための懇談会
（平成30年10月5日） 参考
資料２

3



0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

700,000

800,000

900,000

1,000,000

16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

相談総件数

実施
都道府県数

13 26 33 43 44 46 47 47 47 47 47 47 47

年間相談
件数

34,162 99,968 141,575 213,412 297,518 428,368 465,976 526,810 532,459 568,206 630,659 753,096 864,608

#8000 全国相談件数（平成16年度～平成28年度）
第１回上手な医療のかかり方を
広めるための懇談会（平成30年
10月5日） 参考資料２
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出典：厚生労働省医政局地域医療計画課調べ

（注）電話相談を受けた小児科医、看護師等による回答ぶりについて集計したものであって、実際の受療行動ではない。

実施都道
府県数

43 44 46 47 47 47 47 47 47 47

年間相談
件数

213,412 297,518 428,368 465,976 526,810 532,459 568,206 630,659 753,096 864,608

対応結果別割合（平成19年度～平成28年度比較）

すぐ１１９番通報
するか、病院へ

心配はないが何
かあれば病院へ

今晩でなくても
かかりつけ医へ

その他
(主に育児相談）

第１回上手な医療のかかり方を広めるための懇談会（平成30年10月5日） 参考資料２
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#8000の認知度（調査）

平成26年7月に施行した「母子保健に関する世論調査」
内閣府大臣官房政府広報室
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第１回上手な医療のかかり方を
広めるための懇談会（平成30年
10月5日） 参考資料２
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○病院に行った方がいいの？

○救急車を呼んだ方がいいの？

○応急手当はどうしたらいいの？

概 要

住民が急な病気やけがをしたときに、救急車を呼んだほうがいいのか、今すぐ病院に

行ったほうがいいのかなど迷った際の相談窓口として、専門家から電話でアドバイスを受
けることができる。

相談を通じて、病気やけがの症状を把握した上で、以下をアドバイス。
○救急相談

例）緊急性の有無※１、応急手当の方法、受診手段※２

○適切な医療機関を案内※３

※１ 直ちに医療機関を受診すべきか、2時間以内に受診すべきか、24時間以内か、明日でも良いか等。
※２ 救急車を要請するのか、自分で医療機関に行くのか、民間搬送事業者等を案内するのか。
※３ 適切な診療科目及び医療機関等の案内を行う。

【イメージ図】

医療機関の案内

住民
 医師・看護師・相談員が相談に対応

・病気やけがの症状を把握

・緊急性、応急手当の方法、受診手段、

適切な医療機関などについて助言

 相談内容に緊急性があった場合、

直ちに救急車を出動させる体制を構築

 原則、２４時間３６５日体制

迅速な救急車の出動

緊急性の高い症状

#7119（救急安心センター事業）

緊急性の低い症状

専用回線
（♯７１１９）

#7119（救急安心センター事業）の全国展開
第１回上手な医療のかかり方を広めるため
の懇談会（平成30年10月5日） 参考資料２
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背 景

・救急出動件数は年々増加傾向を示している。 （H18年から約19％増）
・救急車の現場到着時間も遅延している。 （H18年から約29％増）

#7119の普及促進について、救急車の適正利用の推進及び緊急度判定体
系の普及の観点から、極めて有効

現在の状況

救急業務のあり方に関する検討会（H27）

総務大臣の国会答弁（衆・総務委H28.2.23）

救急車の到着ですとか病院への搬送が非常におくれるということによって、
救われる命も救われない可能性が出てまいります。これまでも、#7119です
とか、必ずしも急に救急車を呼ばなくても電話で相談をできる、こういう窓口
も用意してまいりましたし、また、啓発活動というのも大変重要だと思ってお
ります。

通知の発出（H28.3.31）

#7119の導入に向け積極的に取り組むよう依頼

総務大臣の国会答弁（参・総務委H28.11.22）

私も、これは全国展開したいと考えまして、昨年（消防庁）長官にもですね、相当
この働きかけを頼んだところでございます。

救急出動の適正化や不要不急の時間外診療の抑制に効果があり、真に救急対応が必
要な患者の掘り起こしにつながるなど大きな成果が期待できる#7119の全国への拡大

日本医師会 平成30年度予算要望書（抜粋）

救急に関する世論調査
積極的に進め

るべきだと思う

54.0%

どちらかというと積極

的に進めるべきだと

思う 22.6%

どちらともいえな

い 3.8%

わからない
4.4%

どちらかというと慎重に

進めるべきだと思う

8.5%

慎重に進める

べきだと思う

6.8%救急に関する
世論調査で
は、7割以上の
方が、♯7119
を積極的に進
めるべきと回
答。

（平成29年7月調査）

総数
1,790人

（分）

約19％増加

約15％増加

約23％増加

約29％増加

０

第１回上手な医療のかかり方を広めるための懇談会（平成30年10月5日） 参考資料２
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○潜在的な重症者を発見し救護
緊急(救急車)で即受診と判断された件数は、

約38万件のうち約48,000件（東京消防庁H28）

○軽症者の割合の減少

H18 60.3％ → H29(速報値)54.1％（東京消防庁）

※軽症者の減少割合に相当する人数は、救急医療相談件数
（119番転送件数を除く）の約半数

○不急の救急出動の抑制
・窓口の設置後、救急出動件数の増加率が抑制

東京：H18年からH28年(速報値)の増加率12.52％（全国平均より6.04ﾎﾟｲﾝﾄ減）
大阪：H22年からH28年(速報値)の増加率13.25％（全国平均より0.48ﾎﾟｲﾝﾄ減）

・＃7119の相談件数約38万件（H28）であり、＃7119がなかった場合、約52％である 7万3千件が119番通報さ
れ、現在の救急体制では対応が極めて困難（東京消防庁）
※急な病気やケガをした時に、もし、「♯7119」「受診ガイド」がなかったらどのような行動をとりますか

⇒ 119番通報する 51.9％ （東京消防庁 消防に関する世論調査 Ｈ28）

・管轄面積が広く出動から帰署まで長時間。１台が出動すると他の署所の救急車が遠方から出動することにな
り、相談窓口を設けて、救急車の適正利用を推進（田辺市）

① 救急車の適正利用

実施効果

※救命へと繋がった多数の奏功事例が報告されている。（例）

５０代女性 就寝前からの胸痛が続き相談
搬送後 医療機関で緊急カテーテル 予後良好

６０代男性 急にろれつがまわらなく家族が相談
搬送後 医療機関でt-PA 後遺症なし

地域の限られた救急車を有効に活用し、緊急性の高い症状の傷病者にできるだけ早く
救急車が到着できるようにすることに加え、住民が適切なタイミングで医療機関を受診で
きるよう支援するためのもの。

目的

第１回上手な医療のかかり方を広めるための
懇談会（平成30年10月5日） 参考資料２
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○医療機関における救急医療相談数の抑制や♯7119を紹介し病院業務に
専念 （神戸市の調査では、事業開始後病院への相談件数が約24％減少）
２次救急病院（48病院）、市民病院群（３病院）

○医療機関における時間外受付者数が減少
（札幌市A病院：平成26年94.7％ 平成27年93.1％ 平成28年91.9％）

○横浜市救急相談センターへの相談件数は年間約11万5千件。
約73％が救急車以外での受診を勧奨（橙・黄・緑）。
約23％の2万6千件が翌日受診の勧奨・経過観察と判断（緑・白）

○医療費適正化効果として大きな効果が見込まれる。
また、規模が大きくなるほど、大きな効果が期待される。

救急医療機関の受診の適正化

H28.1.15～H29.1.14 救急相談データ

医療費適正化効果イメージ図

適正化効果試算結果

時間外受付者数の変化
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第１回上手な医療のかかり方を広めるための懇談会（平成30年10月5日） 参考資料２

10



普及状況

８地域増

人口ｶﾊﾞｰ
16％増

平成28年６月当時 令和元年10月現在

15地域、国民の43.3％をカバー７地域、国民の27.3％をカバー
札幌市(周辺含む。)、東京都、横浜市、
大阪府下全市町村、
田辺市（周辺含む。）奈良県、福岡県

札幌市(周辺含む)、宮城県、茨城県、
埼玉県、東京都、横浜市、新潟県、
大阪府下全市町村、奈良県、
神戸市（周辺含む）、田辺市（周辺含む）
鳥取県、広島市（周辺含む。）、
山口県、福岡県

○ 都道府県単位を基本に、導入の促進
今後
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実施団体の認知度

相談実績は

地域差なく、概ね
人口の3～7％

各団体における広報媒体の種類

○ 事業の認知度の向上が、利用率の向上につながり救急車の適正利用とともに、住民の受診行動の適正化に

つながることから、集積した効果的な広報を水平展開していく

＜ポスター＞ ＜ステーションジャック＞＜リーフレット＞
神戸市

＜母子健康手帳＞

第１回上手な医療のかかり方を広めるための懇談会（平成30年10月5日） 参考資料２
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医療機能情報提供制度

第１回上手な医療のかかり方を広めるための懇談会（平成30年10月5日） 参考資料２
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医療機能情報提供制度について

医療機関等に対して、医療を受ける者が医療機関等の選択を適切に行うために必要な情報
（医療機能情報）について、都道府県への報告を義務付け、都道府県がその情報を集約し、
わかりやすく提供する制度

創設前

医療機関等の広告
 ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ等による広報

※ 医療機関等からの
任意情報

院内掲示 等

現行制度

（平成19年4月～）

医

療

機

関

等

都
道
府
県

住

民

医療機関等管理者
は、医療機能情報
を都道府県に報告

集約した情報をｲﾝﾀｰﾈｯﾄ等で
わかりやすく提供

医療安全支援センター等に
よる相談対応・助言

 医療機能情報を医療機関等において閲覧に供すること（ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ可）
 正確かつ適切な情報の提供（努力義務）
 患者等からの相談に適切に応ずること（努力義務）

① 管理・運営・サービス等に関する事項（基本情報（診療科目、診療日、
診療時間、病床数等）、アクセス方法、外国語対応、費用負担等）

② 提供サービスや医療連携体制に関する事項（専門医（広告可能なも
の）、保有設備、対応可能な疾患・治療内容、対応可能な在宅医療、セ
カンドオピニオン対応、クリティカルパス実施、地域医療連携体制等）

③ 医療の実績、結果等に関する事項（医療安全対策、院内感染対策、診療
情報管理体制、治療結果分析の有無、患者数、平均在院日数等）

① 必要な情報は一律提供
② 情報を集約化
③ 客観的な情報をわかり

やすく提供
④ 相談助言機能の充実

視点

医療機能情報の具体例

医療機関等に関する
情報を入手する手段

第１回上手な医療のかかり方を
広めるための懇談会（平成30年
10月5日） 参考資料２
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第１回上手な医療のかかり方を広めるための懇談会（平成30年10月5日） 参考資料２
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医療機能情報提供制度の利用実態

○ 医療機能情報提供制度の認知度は１１％。利用者のうち91％は役立ったと評価している。

出典：平成29年度厚生労働科学研究（研究代表者：福井次矢、研究課題：医療情報の適切な評価・提供及び公表等の推進に関する研究）

第１回上手な医療のかかり方を
広めるための懇談会（平成30年
10月5日） 参考資料２
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地域医療を守るための取組
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宮崎県立延岡病院 許可病床数
４６０床

医師５９名

２次救急医療施設

（救命救急センター併設）

３次救急医療施設

延岡西臼杵医療圏
と日向入郷医療圏

宮崎県の面積41％の

エリアの患者に対応

（平成３０年４月現在）

県北２５万人の 最後の「命の砦」

第１回上手な医療のかかり方を広めるための懇談会（平成
30年10月5日） 資料５ 吉田構成員資料から抜粋
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平成21年1月17日 夕刊デイリー新聞 第１回上手な医療のかかり方を広めるた
めの懇談会（平成30年10月5日） 資料５
吉田構成員資料から抜粋
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宮崎県立延岡病院 夜間・休日救急患者数

第１回上手な医療のかかり方を広めるための懇談会（平成
30年10月5日） 資料５ 吉田構成員資料から抜粋
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全国の市町村で初めて制定（平成21年9月29日）

基 本 理 念

地域医療を守る 健康長寿を目指す

行政の責務

①地域医療を守るための施策の推進
②健康長寿を推進するための施策の実施

市民の責務

①かかりつけ医を持つ
②適正な受診
③医師等に対する信頼と感謝
④健（検）診の積極的受診と

日頃からの健康管理

医療機関の責務

①患者の立場の理解と信頼関係の醸成
②医療機関相互の機能分担と業務連携
③医療の担い手の確保と

良好な勤務環境の保持
④健（検）診への協力

三者
それぞれの
責務を規定

第１回上手な医療のかかり方を広めるための懇談会（平成
30年10月5日） 資料５ 吉田構成員資料から抜粋
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取り組みの課題②活動の継続性

県立延岡病院の医師
大量退職報道
医療崩壊地域

市民団体立ち上げ
署名活動

災害

復興

復旧

市民団体との協働
啓発活動の継続

市民・市が同じ
立場で協力

短時間勝負
きつくても我慢

できる

長期間の活動
市民意識低下

市民団体のモチ
ベーション維持

第１回上手な医療のかかり方を広めるための懇談会（平成
30年10月5日） 資料５ 吉田構成員資料から抜粋

22



ピーク時の半分以下に減少！

宮崎県立延岡病院 夜間・休日救急患者数
第１回上手な医療のかかり方を広めるための懇談会（平成
30年10月5日） 資料５ 吉田構成員資料から抜粋
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東京都の補助金を活用した小児救急に関する普及啓発事業

東京都による医療保健政策区市町村包括補助事業（小児救急普及啓発事業）による補助を受け、
市区町村が小児救急に係る普及啓発事業を展開。

http://www.city.bunkyo.lg.jp/kyoiku/shussan/syonigidebook.html

練馬区「小児救急医療のご案内」文京区「子どもの救急・急病ガイドブック」

https://www.city.nerima.tokyo.jp/hokenfukushi/iryo/iryokikan/kyujitsu/ind
ex.html

事業の概要

活用例

第３回上手な医療のかかり方を
広めるための懇談会（平成30年
11月12日） 参考資料1
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【地域医療を守る条例を制定しHP掲載】

山口県周南市

https://www.city.shunan.lg.jp/soshiki/28/3544.html

第３回上手な医療のかかり方を広めるための
懇談会（平成30年11月12日） 参考資料1
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国の取組状況
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医療のかかり方普及促進事業

【課題】

○ 働き方改革実行計画（平成29年3月28日働き方改革実現会議決定）等を踏まえ、「医師の働き方改革に関する検
討会」が開催され報告書（平成31年3月28日）が取りまとめられた。同報告書において、医師の勤務負担軽減・労働

時間短縮に向けては、医療提供者側の取組だけでなく、患者やその家族である国民の理解が欠かせないため、医
療機関へのかかり方を含めた国民の理解を得るための周知の取組を関係者が一体となって推進する必要があると
されている。

（事業内容）

・国民（患者）の医療機関へのかかり方に関する意識と行動の変革及び医療機関の負担軽減に向けた具体的な取組を推進するための
国民運動の展開

・上手な医療のかかり方について国民が理解しやすいように、分かりやすく情報を整理したウェブサイトの整備、啓発資料の作成
・多様な取組主体が参画し、国民運動を広く展開していくためのイベント開催等の実施

厚生労働大臣表彰

ポスター等啓発資料の提供

医療関係者、企業、行政等が参画する国民運動の展開

イベント開催

毎年１１月の「かかり方月間」を中心に

・上手な医療のかかり方についての周知啓発

・関係機関・団体等による上手な医療のかかり方を広め
る取組事例の展開

を実施する
ウェブサイトの整備

※広告代理店等に業務委託

令和２年度予算案
214,956千円（217,376千円）
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上手な医療のかかり方の普及・啓発

【令和元年度の取組（普及啓発事業として委託）】

１．上手な医療のかかり方普及月間（11月）の実施

２．アワードの創設

３．国民全体に医療のかかり方の重要性に気づいて

もらうための普及啓発（CM等各種広告、著名人活用等）

⇒大使を活用したポスター・CMによる普及啓発

４．信頼できる医療情報サイトの構築

⇒１２月を目処に上手な医療のかかり方関連コンテンツ

（医療機能情報提供制度等、関連リンク集掲載）

５．#8000・#7119（存在する地域のみ）の周知

⇒上記２．の中でＰＲを実施

６．小中学生を対象とした医療のかかり方改善の 必要性と好事例の普及啓発

⇒小中高学生や母親学級等において使用する啓発冊子を作成し周知活動を実施。

７．民間企業における普及啓発

⇒上記２．で企業の取組を広く収集し好事例を横展開する。

受診の必要性や医療機関の選択等を適切に理解して医療にかかることができれば、患者・国民にとって、必要なときに適切な医療機関にかかることができ、
また、医療提供者側の過度な負担が軽減されることで、医療の質・安全確保につながるという観点から、周知・広報活動を実施。
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※11月30日は人生会議の日

※11月1日はいい医療の日（日本医師会）

１．上手な医療のかかり方普及月間（仮称）の実施

29



２．アワードの創設 （１）プレスリリース
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２．アワードの創設 （２）実施概要
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日本医師会、健康保険組合連合会



３．上手な医療のかかり方ホームページ
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・各種の役立つ情報ページへリンク
（医療機能情報提供制度など）

・各種ＣＭ動画掲載
・デーモン閣下からのメッセージ動画掲載
・「かかり方、変えよう！」ポスター掲載
⇒病院等において印刷して掲示可能

https://kakarikata.mhlw.go.jp/


